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論文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨の公表    

 

学位規則第 8条に基づき、論文の内容の要旨及び論文審査の結果の要旨を公表する。 
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＜論文の内容の要旨＞ 
本論文の主題は犯罪被害者の苦しみとその救済であり、検討の対象とされているのは日

本における犯罪被害者の法的救済制度の歴史と犯罪被害者の救済理論とである。論文構成

は、序章、第１章「「賠償処分」と「附帯私訴」――明治期から戦前までの犯罪被害者の法

的救済」、第２章「国家補償としての犯罪被害者等給付金支給法」、第３章「犯罪被害者保

護二法と犯罪被害」、第４章「「被害者であること」の苦しみ」、第５章「犯罪被害者の救済

について」、終章。 

まず序章（第１節「本論の立ち位置」、第２節「歴史記述の研究方法」）において論文全

体を貫く問題意識が示される。犯罪被害者としての体験や苦しみは他者である加害者から

「害を与えられた」という侵害の体験として生起する。つまり犯罪被害という事象は加害

－被害という人間関係が織り込まれたものとしてある。ゆえに犯罪被害者が抱える苦しみ

は被害者個人にとどまらず、加害行為をなした者にも関わるものでもあり、犯罪被害者の

救済はたんに被害者の置かれている状況を改善するという観点だけからでは不十分である。

これが申請者の基本的な視座となる。 

 この視点から、第１章から第３章にかけて、犯罪被害者の法的救済の歴史が記述・考察

された。歴史については、明治期の旧刑法・治罪法における規定とその運用から、犯罪被

害者二法が制定された 2000 年までの犯罪被害者の法的救済が対象とされる。そこから、こ

れまでの法的救済が、加害－被害という侵害関係を内在した犯罪被害をどのような問題と

して捉え、それにどう答えてきたのか、記述・考察がなされる。これにより、これまでの
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犯罪被害者の法的救済が、刑事司法にかかわる政策の一環として捉えられ、犯罪という不

正を正すためのもの、加害者の教化といった犯罪予防のためのもの、加害者の処遇との不

均衡を是正するといった刑事政策を合理化するためのもの、犯罪という侵害への対応やそ

の予防と関連するかたちでその意義が主張され、また制度も形成され運用されてきたこと

が確認された。そうした目的からの「救済」はそれとして否定されるのではないが、序章

に記された意味における救済に結びつくものではないことが確認される。 

 それに比したとき、修復的司法論には犯罪を人間関係の侵害と捉えようとする方向があ

る。とりわけその主導者の一人であるハワード・ゼアの理論においては、とくに加害－被

害関係の非対称・不可逆的構造によって「被害者である」という実存的な苦しみが犯罪被

害者に生じていることが把握されており、さらにその苦しみに対して「解放」を基底とし

た救済が示されている。その論が第４章～第５章で検討される。そこでは被害者が被害者

でなくなる事態の可能性が提示される。ただそれは「聖書ジャスティス」と呼ばれるよう

に、神的存在のもとに加害者・被害者両者の和解の可能性が予め示されているのだとも解

せる。 

とすればそのような信仰のない世界における救済の可能性が模索されねばならないこと

が終章で示される。実際、多くの被害者は、修復的司法において推奨されるようには加害

者との和解のために加害者に会うことを望まない。ただその被害者は非対称で逃れがたい

関係を作られてしまったその当人を消し去ることもできず、その関係を変えたいとは思っ

ている。とすれば、被害者が望む場合、法的な強制のもとで被害者が加害者を問い糾すこ

とができるような仕組みを用意するという道があるかもしれない。そうした可能性の検討

が課題とされる。 

 

＜論文審査の結果の要旨＞  

申請者は被害者支援の実践に関わり、被害者の複雑な思いを知りながら、その「救済」

のあり方を考えてきた。それはその困難を知ることでもあった。被害者の声は一方でたし

かに厳罰化につながる部分があり、その傾向の促進に利用されている面もあるが、他方で、

許し難い加害者への怒りを相手に示すことが、自らの苦痛の軽減と加害者の刑を減ずるこ

との支持につながる場合もあることを申請者は経験してきた。後者の事例は申請者に本研

究のきっかけの一つを与えたが、そうした関係をただ推奨すればよいというものでないこ

ともまた、もちろんわかっていた。「救済」とはどのようなことであり、どのようなものと

して実在しうるのか。その可能なあり方を探るためにも、申請者は日本における被害者救

済の理論と実践そして制度の経緯を追うことにした。 

 数は少ないが被害者救済を唱道してきた法学者はおり、それらの人たちによる、自らの

見解を主張する議論はある。そしてそれらのなかで過去の制度について言及がなされるこ

ともないわけではない。ただそうした言説・制度そのものを研究の主題にしたものはない。

近年では被害者の救済はよく言われようになり、「被害者学」といった領域も現われてきて
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いるが、多くは心理的支援の必要性やその方法を説くものであり、とくに社会学的な研究、

歴史的な検討はまったく立ち遅れている。例えば犯罪社会学という領域はあるが、そこで

被害者が研究の主題にされること自体がきわめて少ない。このことは犯罪被害者に関わる

研究を行ってきた外部審査員が指摘することでもあった。 

 しかしその歴史の検証と理論的考察は重要である。そもそも国家が私人の私人への復讐

を禁止して刑罰を与える権限を独占することによって近代の刑罰は始まったとされるのだ

が、他方で被害者の思い・感情を完全には無視できない、あるいは無視しようとしないと

ころがある。被害者（の感情）は一方で、すくなくとも刑事司法にとって勘案されるべき

でないものともされるのだが、他方で行刑・司法を機能させ社会統制を遂行するうえで（も）

考慮されてよいものとされる。被害者感情はそうした微妙なところに位置づく。するとそ

の位置は浮動することにもなる。するとその研究は、近代の社会の作動を、基本的なとこ

ろから、同時にそのときどきの司法的・社会的要請とされるものに影響されて変化する部

分において把握しようとする試みにもなるのである。そうした中で、本論文はその第１章

から第３章において、戦前からの被害者救済についての論議と制度の変遷を詳細に辿って

いる。それは必要な研究に先鞭をつけるものであり、その価値は大きい。そのことを審査

員は一致して評価した。 

 そしてそれは申請者が本来めざすこの社会における被害者への対応のあり方を考察しま

た検証していく困難な作業につながっていくはずである。申請者が修復的司法と称される

ものの技術を説くだけでなく、その基本に従来の司法と別の発想を置こうとするハワー

ド・ゼアの所論の検討に進んだこと（第４章～第５章）も当然のことではある。その検討

の結果、申請者にとってその論はそのままでは採用できないものとも評価されることにな

った。その評価もまた妥当であることについて審査委員の見解は一致した。 

そしてその後の作業はこの論文の後になされるべきこととして残されることになった。

救済を様々な思惑から取り込んでいこうとしたり無視しようとする社会を捉えながら、描

くこともまた実現することも困難な救済のあり方を描くという難しい課題を引き受けるこ

とになるからである。ただそれは本論文から導かれる必然的な道筋でもある。その論の道

筋を認め、その研究の今後の進展に期待しつつ、とくに第１章から第３章までの達成にお

いて既に本論文が博士論文と認めるべき水準に達していると審査委員会は判断した。 

 
＜試験または学力確認の結果の要旨＞ 

本論文の審査に関しては、2014 年 6 月 3日（火）14：00～15：30 に創思館 302 教室で口

頭試問、7月 15 日（火）14：30～15：30 に創思館カンファレンスルームで公聴会を開催し

た。各審査委員および公聴会参加者より質問がなされたが、いずれの質問に対しても、申

請者の回答は自らの達成と今後の課題とを自覚した適切なものであり、また、博士論文以

後の作業に取り組もうとする意欲を示す、誠実なものであった。 

 申請者は、本学学位規程第 18 条第 1項該当者である。先端総合学術研究科は、査読付き
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学術雑誌掲載論文相当の公刊された論文を 3 本以上もつことを学位請求論文の受理条件と

している。受理審査委員会の審査により、本論文はその条件を満たすことが確認された。 

 今後の発展を期待させる重厚な歴史的理論的研究の成果としての本論文は、博士論文の

水準に十分に達している。口頭試問と公聴会での報告および質疑に対する応答からも、博

士学位にふさわしい学力を備えていることが確認された。 

以上、論文審査・口頭試問、公聴会での結果を踏まえ、本論文が博士の学位に値するこ

とについて意見は一致した。本審査委員会は、本学位申請者に対し、本学学位規程第 18 条

第 1項により、「博士（学術 立命館大学）」の学位を授与することが適当と判断した。 


